
建築基準法第 51 条ただし書きによる特例許可 

一宮市建築部建築指導課 

卸売市場等の特殊建築物の特例許可について 

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という）第 51 条により、卸売市場、火葬

場、と畜場、汚物処理場、ごみ焼却場、産業廃棄物処理施設、ごみ処理施設等の用途に供する建築

物は、原則、都市計画でその敷地の位置が決定しているものでなければ、新築又は増築できません。

ただし、特定行政庁が都市計画審議会の議を経て、その敷地の位置が、都市計画上支障がないと認

めて許可した場合は、建築可能となります。 
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開催日
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・農業振興課 ほか



② 事前相談 

   法第 51 条の特例許可（以下「51条許可」という。）の適用について、建築場所、用途等の

具体的な情報とともに窓口までご相談ください。 

   ※産業廃棄物処理施設、ごみ処理施設の建築を検討している場合は、事前に一宮市環境部廃

棄物対策課（0586-45-5374）にて、51 条許可の対象処理施設に該当するかを確認してく

ださい。 

③ 事前協議 

   ごみ処理施設（一般廃棄物）については、「一宮市住宅事業等に関する指導要綱」に基づく事

前協議が必要となります。 

   ※産業廃棄物処理施設については、「一宮市産業廃棄物処理施設の設置に係る紛争の予防及び

調整に関する条例（廃棄物対策課）」に基づく事前協議等を行ってください。 

⑤ 許可申請 

   許可申請書は、建築基準法施行規則に定められた様式（第 43 号様式）に、下記の陳述書及

び添付図書をＡ４版に折込んで添付し、正副および防火対象物工事計画届（消防法等施行細則

第７号様式）の 3 部を提出してください。（防火対象物工事計画届には、正副と同じものを添

付してください。） 

※提出期限は、事前にご相談ください。 

○必要書類  

・許可申請書 様式はウェブサイトよりダウンロードしてください。 

・陳 述 書 申請趣旨を詳細に述べてください。（参考様式あり） 

・都市計画図 周辺の状況が読み取れるよう縮尺は1/10,000程度とし、申請地を赤色で塗り

潰し、申請地と表示、目立たない場合はさらに○で囲んでください。 

・付近見取図 方位、道路及び目標となる地物がわかるようにしてください。また、申請地を

赤枠で囲み申請地と表示、周辺の用途地域を都市計画図にならって着色してく

ださい。 

・公図の写し 最新の公図を添付してください。 

申請地は赤線で表示してください。 

・配 置 図 方位、縮尺、敷地境界線、敷地寸法、申請建築物の位置、構造、階数、敷地に

接する道路の位置、管理幅員、道路中心線等必要事項を明記してください。な

お、敷地境界線は赤線、申請建築物は黄色塗りつぶしで明示してください。 

・各階平面図 方位、縮尺、間取り、各室の用途を記載してください。 

・立 面 図 2 面以上を記載してください。 

・断 面 図 2 面以上を記載してください。 

・現 況 図 敷地の境界線から原則として500ｍ以内にある土地の現況（田、畑、山林）及

び建物の位置、用途、構造、階数を明記してください。（縮尺1/2,500） 



・事業計画書 処理内容（処理対象物、処理能力、必要に応じて処理施設姿図）、作業フロー、

廃棄物発生元からの搬入方法、処理物の搬出先および処理方法、維持管理体 

制、敷地選定理由、搬出入経路、従業員数、会社概要等を記載してください。 

・近隣説明状況報告書および説明範囲図 

・生活環境影響調査結果 

・許可基準に適合していることがわかる書類（上記書類で確認できない場合） 

・委 任 状 

・その他市長が必要と認めるもの 

⑧ 都市計画審議会（愛知県、一宮市） 

   許可申請受付後、産業廃棄物処理施設の場合は愛知県の都市計画審議会へ、一般廃棄物処理

施設の場合は一宮市の都市計画審議会への付議が必要となります。 

   ※一般廃棄物処理施設と産業廃棄物処理施設を同時に行う場合は県と市の都市計画審議会に

付議する必要があります。 

２ 許可申請手数料

許可申請手数料は、一件につき160,000円となります。 

３ 許可条件等について 

別紙「一宮市建築基準法第５１条ただし書許可基準」をご確認ください。 

４ その他 

 施設設置に伴う関係法令の各種許可については、担当部局と十分に協議を行ってください。また、

案件により協議先等は変わることがあるため、詳細については窓口にて必ずご確認ください。 

附則 

令和 3年 6月作成 

附則

令和4年4月改正










